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1　人口減少時代の将来と少子化時
代

（1）人口動向と将来推計
　2010年の国勢調査では、わが国の総人口は
１億2,800万人だったが、2014年10月の速報値
では１億2,700万人と、４年間で100万人もの
人口が減少した。年間25万人というと、山形
市や富士市の規模の市町村が消滅するくらい
の人口減少が始まっている。2020年までに四
国全体の人口が失われるほどのペースである。
　2010年の人口ピラミッドを見ると若い層が
相当減少していることが分かる。若い層の減
少は、2060年の予想ではさらに深刻な状況と
なる。
　一方、2012年時点で65歳以上の高齢者が人

口に占める割合は約24％。注目すべきなのは、
75歳以上の人口で12％、全体の人口の約８分
の１に達していることだ。
　将来人口推計によると、2010年を境にして
人口減少が始まっていく。2050年には約9,200
万人と推計されるが、この数字は1950年とほ
ぼ同じ。100年前に戻っただけではないかとい
う考えもあるが、異なるのは1950年には若い
層が非常に多かったという点だ。2050年では
高齢者層が多く、その中身は大幅に異なる。
（2）少子化の現状とその対策
　人口減少は、出生率の低下が大きな要因で
ある。子どもをおよそ２人持てば現在の人口
を維持することができるが、2013年の合計特
殊出生率（以下「出生率」）は1.43。1975年
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図１　2060年の人口ピラミッド予想



6	 国際文化研修2015春　vol. 87

人
口
減
少
社
会
に
お
け
る
地
方
創
生
と
自
治
体
の
役
割

特
　
集

	 国際文化研修2015春　vol. 87 7

頃から出生率が2.0を下回り始めた日本では、
1980年代半ばには将来の人口減少は予想でき
たことだった。90年代から将来の人口減少が
問題となったが、直近の経済状況が目下の課
題であり、長期的な対策が求められる人口減
少問題は後回しにされた。
　出生率の低下は日本だけの傾向ではない。
アメリカ、イギリス、フランスなど第二次世
界大戦の戦勝国は出生率が２を上回っている
が、日本を含めドイツ、イタリア、スペイン
は出生率が低い。また、人口が増えているイ
メージのある東アジア諸国でも出生率は低下
している。一人っ子政策を行っている中国を
含め、出生率が2.0を下回っている国が多く、
タイの出生率は1.6。将来的には東アジア各国
で人口が減少していくと予想される。
　出生率低下の原因は、①結婚行動の変化、
②子どもを持てる社会経済環境の変化、に大
別される。
　女性の平均初婚年齢は、1970年で24.2歳だっ
たが、2013年は29.3歳。20代後半の女性の６
割は未婚で、30代になってから結婚を意識す
る人が多いのが実情である。
　そして、もう一つの大きな要因が社会経済
環境の変化だ。子どもを持ちたいと思っても、
所得状況や雇用環境が許さない。1990年代後
半から2000年代前半にかけて雇用環境が非常
に悪化した時代に20代後半だった人が結婚で
きない、子どもを持てないというケースが多
かった。
　少子化対策に政府が関与すべきか否かとい
う問題がある。子どもを持つ、持たないは、
個人の自由であるが、同時に子どもは社会全
体の宝だと考える。労働供給による社会貢献
や社会保障制度の担い手として公共財的な性
格を持っているのだ。だから、特に経済的な
事情から子どもを持てない人たちを支援して
いく経済政策が重要だと考える。
　女性が働ける社会にならないと出生率は上
昇しない。1970年時点では、女性が多く働く
国ほど出生率が低い状況にあったが、2000年

にはこの関係が逆転し、女性が働いている国
ほど出生率が高くなっている。
　社会に大きな構造変化が生じ、女性が働き
やすい社会をつくっている国ほど出生率が高
くなると考えられる。女性が社会でどれだけ
重要な地位を占めているのかを示すGEM指数

（ジェンダー・エンパワーメント指数）を見る
と、女性が活躍している国ほど出生率が高い。
また、都道府県別に女性の就業率と出生率を
比較すると、産業構造や住宅事情の違いがあ
るにせよ、20歳から49歳までの女性が働いて
いるところほど出生率が高い。
　では、どうすれば少子化対策が進むのか。
約1,000兆円の政府債務がある中で、公的な資
金を多く投入することは困難ではあるが、若
年層への再分配を考える必要がある。保育所
の支援や保育士の所得上昇なども含め、児童
手当以外に育児、子育てなど若い家族向け支
援に予算を多く割り当てている国ほど、出生
率が高くなる傾向があると言える。
　では、厳しい財政状況のいま、どうすれば
よいのか。批判を覚悟して言えば、財政支出
全体を増やすことは不可能であるから、高齢
者向けの社会保障を削り、育児・子育てに振
り向ける。所得・資産の多い層の年金や医療
費を見直し、若い家族向けの支援を増やす必
要がある。もちろん、本当に支援が必要な高
齢者層には充実した社会保障システムを維持
し、例えば高額療養費制度も死守すべきなの
は言うまでもない。
　高齢化と人口減少の問題点について考えて
みる。人口が減少すれば、労働力人口も減少
する。さらに、貯蓄率の低下や技術進歩の鈍
化なども進み、経済成長が困難になる。
　また、社会保障給付の増大に対し、財源を
どう確保するかという問題に加え、若い層は、
負担だけ増えて給付が少ないという世代間公
平性の問題もある。
　人口減少は、コミュニティの維持ができる
かどうかという問題にもつながる。社会的な
活力も失われ、限界集落も社会問題化する。
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もっとミクロに考えると、家族のありようも
変化する。単身世帯の増加や家族の規範の変
化だ。少子化が進展すると、ドメスティック
バイオレンスが増えるという説もある。
　「経済財政運営と改革の基本方針2014」では、
50年後にも１億人程度の人口を目指すという
目標が盛り込まれた。社会全体の一つの希望
として、目標人口の数値を掲げることは非常
に重要である。目標を達成するために、労働
市場や育児支援・保育の問題を考えていくこ
とが最重要課題だ。

2　地方消滅？　極点社会の衝撃
（1）日本創成会議の問題提起と基本目標
　元総務大臣の増田寛也氏を中心とする日本
創成会議人口減少問題検討分科会は、人口減
少とともに日本が衰退してしまう危機感から、
提言を行った。日本創成会議では、将来的に
人口が減少し、市町村が消滅してしまうとい
う不都合な真実を冷静に認識する必要がある
ということを示した。さらに、その対策は早
ければ早いほど効果があり、これからは若者
や女性が中心となって活躍できる社会づくり
のための支援を行っていかなければならない
と考えた。
　日本創成会議は、「極点社会」という言葉で、
人口減少社会を表現した。地方から三大都市
圏、特に東京圏に人口移動しているが、実は
三大都市圏（特に東京圏）の出生率は非常に
低い。出生率の低いところに若者が流入する
と、さらに子どもが持てなくなってしまう。

一方、地方は人口の流出で縮小する。若い世
代が次世代を再生産できずに都市が縮小して
いく。
　では、現在 1.43の出生率はどこまで上げる
ことが可能だろうか。国立社会保障・人口問
題研究所の調査によると、理想の子ども数は
平均2.4人、予定の子ども数は2.07人。これに
独身者の結婚希望率や理想の子ども数2.12人
を踏まえ、希望出生率を算出すると1.8となる。
沖縄の出生率が1.94、宮崎が1.72であることを
考えると、達成可能な範囲にあると考えられる。
　しかし、出生率の水準が1.8では人口は減少
していく。人口を安定的に維持するには、将
来的には出生率2.1を視野に入れなければなら
ない。これが基本目標となる。
　基本目標の実現には、20歳代の結婚・出産
の動向が大きく関わる。結婚しないと出生率
は上がらないので、避けては通れない問題だ
が、婚活を政策に組み込むのは非常に難しい。
（2）896市町村の消滅
　日本創成会議では、第２の基本目標も設定
している。地方から大都市圏へ若者が流出す
る人の流れを変え、東京一局集中に歯止めを
かけるということだ。地方から大都市圏への
人口移動が地方の人口減少の最大の要因であ
り、その中心は若者であるから、人口再生産
力が大都市圏に流出してしまう。出生率が２
で10人の女性が全員子どもを産めば次世代に
20人残るが、10人の女性のうち半数が大都市
圏に行って残り５人の出生率が３になったと
しても15人しか残せず、地域の人口は維持で
きない。全国で見ても、2012年の出生率1.41
から2013年には1.43と上昇したものの、出生
数は減少しているのだ。
　したがって、20 ～ 39歳の女性人口が多く流
出してしまうような地域では、自治体が消滅す
る恐れもある。こうした地域では、出生率が
上がっても人口は減少し、２世代後、３世代
後には人口はほとんど消滅する可能性が高い。
　地域間の人口移動の傾向が将来的にも変わ
らないと仮定して独自に推計してみると、若
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図２　極点社会の論理
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（3）論点の整理
　ここで論点を整理しておこう。まず、第一
は地方の少子化をどう改善するかということ。
当たり前のことであるが、産みやすさへの支
援を行い、出生数を確保する。都市部からの
Ｊターンにも脚光が当たるが、地方からの流
出を防ぐのが重要である。その際、ポイント
となるのは、高学歴女性の雇用と生活満足度
の向上だと考えている。自分の教育程度に見
合った良い仕事がしたいという高学歴の女性
の声は多い。質の高い娯楽・文化施設があれ
ば、東京に行かなくとも満足度の高い生活が
できる。
　論点の二つ目は、東京一極集中をどう考え
るか。東京の力をそぐことが目的ではなく、
地方の力を強くすることがポイントである。
そういう意味で東京のライバルをつくらねば
ならない。ライバルとなるためには、東京に
ないものを探していくという視点が必要だ。
　論点の三つ目は、選択と集中。現在、１億
2,800万人の人口が、2060年には8,600万人まで
減少することが予想される中で、すべての市
町村が東京のライバルになるのは不可能であ
る。そこで、拠点となる都市に集中的に投資
を行う必要がある。まちづくりも面的な拡大
ではなく、コンパクト化していかなくてはな
らない。

3　人口減少時代の地域づくりを考
える

（1）地域活性化の限界
　従来の地域活性化について振り返ってみよう。
　まず、産業誘致や雇用創出に重点が置かれ
てきた。ところが、企業は徐々に縮小しつつ
ある国内市場ではなく海外を視野に入れてい
る。現実にこれだけ円安が進行しても輸出が
増えないのは、すでに製造拠点が海外に移転
してしまっているところが多いからだ。工場
を地方に移せば一時的に雇用は増えるかもし
れないが、持続できるかどうか疑わしい。
　特産品や観光など地域資源を活用して地域

年女性人口が2040年に５割以上減少する市町
村は896（全体の49.8％）に達する。そのうち
人口１万人未満が全体の29.3％にあたる523市
町村に上ると推計される。
　一方、大都市圏に流入した若者の人口再生
産も難しい。人口密度が高い都市では、住環
境・子育て環境・就業環境などが原因となって、
出生率は地方以上に低いのが一般的だ。日本
に限らず海外の調査結果を見ても、人口密度
が高い地域ほど出生率が低いという関係があ
る。このように、地方からの大都市への若者
の流入は、日本全体の人口減少に拍車をかけ
ていると言える。東京一極集中を防ぐことが
非常に重要となる。

人口移動が収束しないケース

人口移動が収束するケース
（社人研推計（2013））

373自治体
20.7％

1097自治体
61.0％

322自治体
17.9％

7自治体
0.4％

896自治体
49.8％619自治体

34.4％

269自治体
15.0％

15自治体
0.8％

5割以上減少
3割以上5割未満減少

3割未満減少
維持・増加

図３　�2010 〜 2040年にかけて「20〜 39歳女性人
口」が減少する自治体
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を活性化させる試みも多い。富士山のような
観光資源を有する場合はともかく、リピーター
が来るかどうかというレベルの観光資源が多
くの雇用を生み出すのは難しいだろう。
　さらに歴史や文化などの発信にどれだけの
経済効果があるだろうか。すべての市町村が
世界遺産を持っているわけではない。棚田な
ど特徴的な農村や自然環境の保全によって地
域活性化を図ろうという動きもあるが、守る
ためのコストをだれが支払うのか、そしてコ
ストを払うだけの余裕があるのかという問題
がある。
　若年女性人口が増加している自治体には、
いくつかのパターンがある。まず、ベッドタ
ウン型は、福岡県粕屋町や群馬県吉岡町など、
周辺の大きな街への通勤者で人口が増えた
ケースだ。現在は完全に高齢化してしまった
多摩ニュータウンのように、ベッドタウン型
は持続性に問題がある。
　学園都市型としては、４～５の大学が集積
している愛知県日進市がある。しかし、これ

は偶発的な要素が多く、これほどたくさんの
大学を一つの地方自治体に集められる可能性
は低い。
　公共財主導型は、京都府木津川市（関西文
化学術研究都市）、大阪府田尻町（関西国際空
港）などが代表例だが、現在の財政事情を考
えれば、今後は実現可能性が低い。
　産業開発型は秋田県大潟村（農業）や福井
県鯖江市（中小製造業）などがあるが、あく
までも特殊例であり、歴史的な伝統の上に成
り立っているもので、他地域が真似するのは
難しい。
　このような手段での地域活性化には限界が
ある。市町村単位での自立、一村一品運動、
企業誘致、大学誘致など、人口が減少してい
く限られた商圏の中で競合すれば疲弊するし
かない。人口を奪い合うゼロサムゲームに陥
るだけだ。
（2）コンパクト化と拠点づくり
　今後は集積・規模などによる自治体間のヒ
エラルキーの中で連携を考えていくしかない。

特集 JIAM研修紹介

図４　新たな「国土のグランドデザイン」
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ンパクト化、バラマキの排除と効率化である。
　これからの自治体には、従来から言われて
いる自治体間の連携や広域行政が、より深化
した形で求められる。数年後ではなく、30年
後を考えた自治体連合と新たな集約を考えな
ければならない。そして、人口が8,000万人に
なったときのことを考えると、機能面での合
併が必然であり、従来の都道府県・市町村と
いう枠組みを再考せざるをえない。当然、残
る自治体と消滅する自治体が出現することは
避けられない。こうした展開をどう考えてい
くのかが、自治体にとって今後の大きな課題
となるだろう。

大きな市に機能を集約し、周辺の市町村が補
完的な役割を果たす。ある大きな地方都市と
その周辺の市町村が一つのネットワークでつ
ながり、コンパクト化していく。そして、ま
た別の地方都市と周辺市町村もネットワーク
でつながりコンパクト化する。両者間もネッ
トワークで結ばれ、その上に拠点となる大都
市が存在する。こうした選択と集中によるコ
ンパクトシティ化が必要不可欠なものとなる。
　コンパクトシティでは、行政機関や文教施
設、商業施設などの機能を中心部に集約化す
る。もちろん、既存の居住者との権利関係や
周辺住民の中心部への移動、中心部の地価上
昇といった課題がある。
　そして、コンパクト化と同時に拠点づくり
を進める。平成の大合併で市町村は面的には
広がったが機能が集約されたわけではない。
拠点都市を中心に機能を集中させていくこと
が重要なのだ。問題は、拠点都市をどこに置
くべきかということ。国土交通省は「国土の
グランドデザイン2050」の中で高次都市連合
を、総務省は地方中枢拠点都市といった構想
を考えている。地方創生のためには、こうし
た都市に資源を重点的に配分することが必要
なのではないかと考える。
　人口規模による各種サービス施設の立地可
能性の試算（国土交通省）によると、例えば、
スターバックスは10 ～ 20万人の人口がないと
立地しない。特に若い女性が生活や仕事を満
足できるレベルで楽しむためには、このくら
いの人口規模の都市が最低限必要なのである。
したがって、30 ～ 50万人くらいの都市を前提
に、商業・工業・サービス・教育施設などあ
らゆる機能を集積させ、周辺をコンパクト化
させていくことも一つの考え方であろう。

4　まとめ
　地方創生のための条件をまとめると、キー
ポイントは雇用創出と生活満足、特に高学歴
の20 ～ 39歳の女性をいかに満足させるか。そ
して、拠点都市の集積支援、周辺市町村のコ
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